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Ⅰ　はじめに　　　　　
[bookmark: _Hlk223442871]人権教育・啓発の土台（国の方針）
我が国では、すべての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法の下で、人権に関する諸制度の整備や人権に関する諸条約への加入など、これまで人権に関する各般の施策が講じられてきました。
国は2000年に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（「人権教育・啓発推進法」）」を施行し、それまで積み上げられてきた同和対策事業を新たな人権教育・啓発として発展させていくという方針を打ち出しました。そして、この法律に基づき、法務省が「人権教育・啓発に関する基本計画」を2002年に策定し、これが我が国の今の人権教育・啓発の土台となっています。その後も、差別解消と人権確立をめざすさまざまな法整備が進んできました。2016年には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（「障害者差別解消法」）」「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（「ヘイトスピーチ解消法」）」「部落差別の解消の推進に関する法律（「部落差別解消推進法」）」といういわゆる「人権三法（差別解消三法）」が施行されています。
佐賀県の方針
[bookmark: _Hlk192246658]佐賀県においても、部落差別の解消に向けたさまざまな施策が実施されました。1998年には「佐賀県人権の尊重に関する条例」が制定され、1999年に「佐賀県人権教育・啓発基本方針」が策定されました。　　
2023年には、1998年の条例制定から、四半世紀が経過していることや、依然として人権課題が存在していること、さらに情報化の進展により特にインターネット上での不当な差別等が大きな課題となっていること等から、新たに「全ての佐賀県民が一人一人の人権をともに認め合い、支え合う社会づくりを進める条例」（「県人権条例」）が制定されました。条例の前文には、「人権課題は自分事であることや、課題解決はたゆまぬ努力が必要である」と記してあります。第２条には、「行政のあらゆる分野において、人権施策を実施する」と定められており、その具現化が求められています。
県内各市町への条例等の周知徹底に向けて、佐賀県は2024年３月に「人権施策基本方針　～人を大切に、世界に誇れる佐賀づくり～」を策定しました。「県人権条例」に基づき、人権教育・啓発をはじめとした人権施策を具体的に進めるためのものです。この県の基本方針策定を背景に、各市町でその周知徹底に向けてさまざまな動きが見られます。
市町における人権教育・啓発のために・・・・
「部落差別解消推進法」に対応して、唐津市では2023年３月に条例の改正「唐津市人権が尊重される社会づくり推進条例」が行われました。
また、2011年の「戸籍謄本等の不正請求事件（「プライム事件」）」において県内でも被害が発生したことを受けて、県内各市町では、戸籍の不正取得を防ぐ「本人通知制度」が、現在すべての市町で整備されています。今後、すべての市町での基本方針策定をめざすとともに、これまで以上に県及び市町間との情報共有と連携協力（新しいスタンスでのスキルアップ等）を促進し、人権の学びの格差の解消と社会教育における人権啓発の更なる充実を実現していきましょう。
同和教育とは・・・・・・
[bookmark: _Hlk228460259]1965年に「同和問題の早急な解決こそ国の責務であり、国民的課題である。」という国の同和対策審議会答申が出され、1969年の同和対策事業特別措置法（以下＝「特措法」）の施行によって、部落差別の解消をめざしたさまざまな施策が進められました。教育現場では、被差別部落の子どもたちが差別によって学校に来たくても来られない状況があることに気づいた教師たちによって、家庭や地域に入り込み、差別に立ち向かう力を子どもたちに育てるための教育が生み出されていました。この教育が、「特措法」の施行をきっかけに「同和教育」として、全国に広がっていきました。「人権教育」という概念がこの国になかった時代、この「同和教育」がわが国における人権教育の土台となっていったのです。
全同教が大切にしてきたもの
1953年には「全国同和教育研究協議会（全同教）」が設立され、①学力保障、進路保障　②反差別の集団づくり（自主活動）、③部落差別を解消するための学習を柱に、同和教育の実践・研究が全国に広がっていきました。本県でも、1969年に県教育委員会より「佐賀県同和教育の基本方針」が策定され、同和教育推進教員を学校現場に配置して、同和教育の研究・実践がすすめられました。1970年には、県内公立学校の全教職員を会員とする「佐賀県同和教育研究会（県同教）」が、1974年には県内全市町の社会教育担当部署を組織した「佐賀県社会同和教育研究会（社同研）」が県教育委員会の主導で結成されました。これが、現在の佐同教の前身になっています。
人権教育がめざすもの
この同和教育の取組は、2002年に特措法が期限終了を迎えるにあたって、大きく転換していきました。国は2000年に「人権教育・啓発推進法」を施行し、それまで積み上げてきた同和教育を新たな人権教育・啓発として発展させていくという方針を打ち出しました。これに対応し、法務省は2002年に「人権教育・啓発に関する基本計画」を策定し、文部科学省は2008年までに「人権教育の指導方法の在り方について」という学校における人権教育の指針をとりまとめました。本県においても、「佐賀県同和教育の基本方針」を、現在の「佐賀県人権・同和教育の基本方針」として引き継ぐとともに、1998年の「佐賀県人権の尊重に関する条例」の制定、1999年の「佐賀県人権教育・啓発基本方針」の策定によって、国の方針への対応を図りました。このことを受けて、県同教および社同研も2004年に「佐賀県人権･同和教育研究協議会（佐同教）」に再編しました。
さまざまな人権課題の現状
[bookmark: _Hlk225263667]部落差別（同和問題）
「部落差別解消推進法」施行から１０年となります。部落差別に関する人権侵犯事件の新規救済手続き開始件数は、近年増加傾向にあります。例えば結婚差別や差別発言等について、行為者や関係者に対して人権尊重の意識を啓発することにより、自発的・自主的に人権侵害の事態を改善、停止、回復させたり、将来再びそのような事態が発生しないよう注意喚起したりしています。また、インターネット上での差別解消に向け、「プロバイダ責任制限法」が一部改正され、名称が「情報流通プラットフォーム対処法」に改められました。この改正により、誹謗中傷等のインターネット上の違法・有害情報に対処するため、大規模プラットフォーム事業者に削除対応の迅速化として、申出窓口・手続の整備・公表、判断結果の期限内通知、削除基準の策定・公表、削除申出の受付件数や削除の実施状況等の公表が義務付けられました。改正に甘んずることなく、部落差別をなくすための行動をとっていきましょう。
ジェンダー
２０２５年のジェンダー・ギャップ指数でも日本は１１８位と低位に沈み、「教育」と「健康」の値は世界トップクラスであるものの、「政治」と「経済」の値が低くなっています。２０２６年の佐賀県は「経済」が１２位から８位と順位を上げた一方で、「教育」は１６位から３１位と大きく下がりました。「政治」は昨年度に引き続き、４分野で最も低位の４４位でした。本県での課題の１つになっています。

性の多様性
性に関わる差別について、2020年6月に施行された「パワハラ防止法」で、企業が対策すべきハラスメントの一つとして「SOGIハラ（性的指向や性自認に関連する嫌がらせや差別的な言動）」も義務付けられ、これを怠れば、労働局からの助言・指導・勧告を受け、ペナルティとして企業名が公表されることもあると規定されています。2022年からは中小企業も対象に含まれる運びとなっており、「社会全体で解決すべき課題」として認識されるようになってきていますが、認知度は依然として低く、特にトランスジェンダーの人々が被害を受けやすい状況にあることが示されています。学校教育においても教育相談などの対応が求められています。性に対する差別をなくす行動をとっていきましょう。
戦争と平和
[bookmark: _Hlk225263789][bookmark: _Hlk225264095]戦争と平和について、2025年は日本にとって戦後８０年となりましたが、紛争は武力でなく対話と法によって解決するという秩序・根本原則が揺るがされ、軍事力や経済的威圧が外交の主導権を握ろうとする動きが如実に表れています。戦争は最大の人権侵害です。
ビジネスと人権
2020年１０月に「『ビジネスと人権』に関する行動計画（２０２０－２０２５）」が策定されました。同計画では、今後政府が取り組む各種施策や企業活動における人権デューデリジェンス（企業の人権チェックと改善の仕組み）の導入・促進への期待が表明されました。2025年１２月には同計画が改定され、今後の政府の取組方針や各種施策が明示されるとともに、企業が人権尊重の取組に最大限努めることが義務化されました。人権尊重を企業活動の基盤としていきましょう。
障がいを理由として…
障害者差別解消法」施行から10年となりますが、雇用率を満たすだけで、その人に見合った仕事をさせていないという実態もあります。事業者に対して「合理的配慮」の提供を義務付けることなどを内容とする「改正障害者差別解消法」が、2024年４月１日に施行されました。罰則も盛り込まれ、悪質なものに対することも強化されました。また、2006年に佐賀県が始めたパーキングパーミットや車いすスペースの確保といったバリアフリー対応のほか、色覚特性のある人も見やすいようなホームページにするなどの企業の対応がみられるようになりました。改正に伴い、さらに共生社会をめざしていきましょう。
多文化共生
「ヘイトスピーチ解消法」施行から10年、国際化の進展に伴い、本県における在留外国人数は1万2631人(2026年1月現在)と増加傾向にあり、観光やビジネスなども含め、諸外国との人的・物的交流の規模は今後も拡大していくと考えられます。外国人に対する偏見や差別は、異なる民族・国・地域・文化等について正しい理解がなされていないことや、伝統的な価値観を有する地域社会の中で、外国人や異文化に対して閉鎖的になっていることなどが要因だと考えられます。円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の取組や、外国人に対する情報発信・外国人向けの相談体制の強化、異文化理解・多文化共生の考え方に基づく教育・啓発のさらなる普及･充実を推進するなど、共生社会の基盤整備に向けた取組を通して、さまざまな国の人と交流し、歴史や文化の違いを知ることで、お互いを一人の人間として尊重し合う関係を築くことが大切です。
貧困と格差
2025年の生活保護の申請件数は25万6438件で過去最多を更新しました。被保護世帯数は164万6424世帯となっています(2025年12月現在)。国の生活水準や文化水準と比較して困窮だと判断される状態の相対的貧困が我が国に多く、特に子どもの貧困率が課題となっています。子どもが進路(進学や就職先)を諦めなければいけない状態が出ています。このような格差を解消するために、私たちにできることは、学び、そして発信することです。救済・支援制度があることや、ＮＰＯやボランティア団体などの社会貢献活動があることを、県民へ発信していきましょう。
ひきこもり支援
厚生労働省は、ひきこもり状態にある本人や家族に関わる際の支援の考え方やポイント、事例などを示した新たな指針「ひきこもり支援ハンドブック～寄り添うための羅針盤～」を策定し、2025年1月、全国の自治体に通知しました。従来のひきこもり支援の中心的な取組だった就労や社会参加だけでなく、その手前の対応にボリュームを割いています。関わり方も一人ひとり違い、パターン化して当てはめるのは難しいからではないでしょうか。ひきこもり状態にある人の大半は、就労や社会参加の手前のところでそれぞれ苦しんでいる実態を考えれば、悩みのプロセスを共有しながら一緒に考えていくことが大切です。
自死
昨年１年間に自死した人は全体で1万9097人となり、統計を開始した1978年以降過去最少となった一方で、児童・生徒の自死は532人にのぼり、過去最高を更新しました。
子どもについて、自死は最も深刻な社会問題の一つです。命を守るためには、おとな同様に、身近な一人ひとりが本人の微妙なサインに気付き、本人の不安や悩み・思いに寄り添い、適切に受け止め、必要な支援につなげることが重要です。関係機関が緊密に連携し、不安や悩みを抱える本人を孤立させることなく地域全体で支援していくことが可能となるよう、地域のネットワークづくりを推進していく必要があります。
ヤングケアラー
[bookmark: _Hlk228202666]ヤングケアラーについて、「世話をする家族がいる」とする小学校６年生は、15人に１人、中学２年生は17人に１人(2021～2022年)と、厚生労働省は公表しています。ヤングケアラーは、単に家の手伝いをする子どもということではなく、年齢にしては重過ぎる役割や責任を日常的に負っており、自分の時間や睡眠が十分にとれずにいる子どもと言えます。ヤングケアラーであることによって、生じる影響は、進学や就職など生活面、健康面・感情面、友人関係など多岐に及びます。2024年６月、「子ども・若者育成支援推進法」が改正されました。ヤングケアラーは、家庭内のデリケートな問題であることから表面化しにくいと言われます。そのため福祉、介護、医療、学校など、関係機関におけるヤングケアラーに関する研修や、自治体での現状把握が必ずしも十分でない状況にあると考えられています。したがって、まず、ヤングケアラーの社会的認知度の向上を図るほか、現状の把握、そして適切な支援につなぐための窓口の明確化を促します。
不登校
不登校は、子どもたちの教育機会と社会的発達に大きな影響を与える問題です。2024年度の不登校児童生徒数(国公立および私立の小･中学校)は約35万3970人と過去最多で12年連続の増加、高等学校の不登校生徒数が６万7782人、いじめの認知件数(国公立および私立の小･中･高･特別支援学校)が73万2568件などの結果が明らかになりました。
子どもたちを取り巻く環境が変化する中で、不安や悩みを相談できない子どもたちがいることや、子どもたちの不安や悩みが従来とは異なる形で現れたり、一人で抱え込んだりしている可能性も考慮し、引き続き、子どもたちの小さなＳＯＳを見逃さず、素早く支援するとともに、子どもやその保護者が必要な時に支援が行われるよう、取組みと体制づくりを促します。

子どもの権利
子どもの権利保障は「子ども基本法」の理念を基盤に、子ども家庭庁が中心となって社会全体で推進すべき課題です。政策形成や支援のあらゆる場面で、子どもの最善の利益を最優先に位置づけ、子ども自身が主体として尊重される環境を整えることが不可欠です。また、年齢や発達に応じて子どもの意見の尊重を徹底し、その声を施策に反映する仕組みを強化します。すべての子どもが安心して成長できる社会の実現をめざします。

以上のようなことをふまえ、本会は、すべての県民がさまざまな人権課題についてすべての世代に「学びと行動」を促す取組をめざします。具体的な課題については、以下に述べていきます。

[bookmark: _Hlk226390618]Ⅱ　具体的な課題
[bookmark: _Hlk228461638]１　人権啓発（社会教育）
(1)県民の人権認識と行動力を高める人権の学びづくり
人権の学びを届けることは行政の責務
デジタル技術の発展に伴い、ソーシャルメディアが急速に普及し、インターネット上にはさまざまな情報があふれています。しかし、それらの情報がすべて正確であるとは限らず、フェイクニュースや誹謗中傷、差別的な内容など、人権侵害につながるものも数多く含まれています。こうした情報について正しく学ぶ機会がなければ、誤った情報に流され、誰もが被害者にも加害者にもなり得る状況にあります。正しい情報を伝え、確かな人権意識を育むことは、県民の安心・安全な生活を守るうえで、行政に課せられた重要な責務です。
迷信等にとらわれない
近年の新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、感染者への誹謗中傷や、その家族・医療従事者に対する排除といった行為が見られました。こうした事象は、半世紀以上前のハンセン病問題や公害問題においても発生しており、未知のものや自分事として捉えられない事柄に対する差別意識は、いまだ十分に克服されていない状況にあります。
このことは、2022年度に県が実施した「人権に関する県民意識調査」（以下「県民意識調査」という）からも明らかです。関心の高い人権課題として、「インターネット上で誹謗中傷や誤った情報が掲載されること」が挙げられています。社会的慣習に関する設問では、結婚式は「大安」がよいとする考え方について、「当然のこと」「おかしいと思うが、自分だけ反対しても仕方がない」「わからない」を合わせると85.3％となっています。さらに、「友引の日に葬式をしてはいけない」という考え方についても、同様の回答が85.2％を占めています。差別事案が発生する背景には、このような固定観念や偏見が影響していると考えられます。
2026年は干支の一つである「丙午（ひのえうま）」の年に当たります。前回の1966年には、いわゆる「丙午迷信」の影響により出生数が大きく減少しました。こうした社会的影響が生じた過去を踏まえ、同様の事態を繰り返さないためには、「丙午」が科学的根拠のない迷信であることを適切に発信していくことが重要です。あわせて、県民一人ひとりが主体的に考え、行動する意識を醸成していく必要があります。法務省の
「啓発活動強調事項」について
法務省の人権擁護機関では、毎年その年度の「啓発活動重点目標」を定めるとともに、具体的な課題として「啓発活動強調事項」を掲げ、人権啓発活動を実施しています。県民に届けるべき情報や人権に関する学びは、法務省の「啓発活動強調事項」に沿って多岐にわたっています。2026年に策定された「啓発活動協調事項」は、以下のような18の「人権課題」が提示されています。
	１：女性の人権を守ろう　２：こどもの人権を守ろう　３：高齢者の人権を守ろう　４：障害を理由とする偏見や差別をなくそう　５：部落差別（同和問題）を解消しよう　６：アイヌの人々に対する偏見や差別をなくそう　７：外国人の人権を尊重しよう　
８：感染症に関連する偏見や差別をなくそう　９：ハンセン病患者・元患者及びその家族に対する偏見や差別をなくそう　10:刑を終えて出所した人及びその家族に対する偏見や差別をなくそう　11：犯罪被害者及びその家族の人権に配慮しよう　12：インターネット上の人権侵害をなくそう　13：北朝鮮当局による人権侵害問題に対する認識を深めよう　14：ホームレスに対する偏見や差別をなくそう　15:性的マイノリティに関する偏見や差別をなくそう　16：人身取引をなくそう　17：震災等の災害に起因する偏見や差別をなくそう　18：ゲノム情報（遺伝情報）に関する偏見や差別をなくそう　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上「啓発活動強調事項」計18項目


これらの人権課題については、県民の安心・安全な生活を守るうえで、正しい情報や学びを県民に届ける行政に課せられた重要な責務です。
資料や教材づくり
多岐にわたる人権に関する情報や学びを県民に届けるためには、よりわかりやすく、自分にとって大切な情報と感じてもらえるような資料や教材づくりが不可欠です。また、より確かな情報を届けるためには、実際に人権課題の解決に取り組まれている方や関係機関・団体との連携も不可欠です。さらに、ここ数年の研修のオンライン・オンデマンド化の工夫も、継続・発展させていくことが重要です。
法制度の周知
2026年度は、2021年にスタートした性の多様性を尊重する「佐賀県パートナーシップ宣誓制度」や国の｢性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解増進に関する法律｣(以下、「SOGI理解増進法」)の制定など、更なる課題別取組の強化や周知の徹底が必要です。
充実した人権の学びを届けるためのシステムづくり
このような資料づくり・教材づくり・研修プランづくりをそれぞれの市町が独自で行うことは、人的・物理的にも難しく、内容の充実を図る上でも効率的ではないかもしれません。そこで、本会社会教育部としては、人権・同和教育室等との連携を強化し、2025年度から取り組んでいる「社会教育・啓発カリキュラム（仮）」の策定など、資料・教材・研修プランの開発と共有ができるようなシステムづくりをめざしていきたいと考えます。
また、2025年度の本会研究大会分科会（第１分科会：人権啓発）において、2022年度に県より発行された「ジンちゃんケンちゃんといっしょに学ぼう！（社会人権・同和教育資料）」を県内２０市町すべてに再度作成・発行しました。人権教育・啓発の研修会等で活用するための手引きとなる資料になっていくものだと思います。
本会ホームページに開設した研修資料・教材の活用と充実を併せて図ります。


[bookmark: _Hlk71017888]（２）あらゆる立場、世代に届ける人権の学び
新たな人権の学びの様式を広げる
人権啓発（社会教育）の課題として、常に挙げられてきているのが、いわゆる“研修参加者の固定化”です。佐賀県基本方針がめざす「人権の学びをあらゆる立場、あらゆる世代に届ける」ということが、啓発活動上実現すべき課題であると言えます。ただ、新たなる試みとしてのYouTubeなどインターネットを活用した情報発信、オンラインでつないだライブ配信やオンデマンド配信による講演会の実施、地域のケーブルテレビと連携した情報発信、自主制作DVDを活用した情報発信など、各市町で新たな方法が次々と模索されてきています。既にこれまで取り組まれてきている広報誌の活用、街頭啓発、チラシの配布、パネル展示等とこれらの新たな方法を組み合わせていくことにより、人権の学びが届く対象を飛躍的に広げる可能性を秘めていると思われます。
地域・団体等との連携・参画
また、人権の学びを広く届ける手法として、住民・企業・市民団体・関係機関が参画する実行委員会形式の人権イベントの開催が有効であることは、これまでの市町の取組からも明らかとなっています。また、人権啓発のイベントに人権をテーマとした映画の鑑賞会やパネラー等招聘によるトークイベントを組み合わせることで、幅広い世代への人権の学びを届ける取組も県内各地で行われています。
さらに、人権課題の解決に取り組んでいる人・団体はもちろんのこと、災害被害者支援に新たに取り組んでいる市民団体や「子ども食堂」などの生活支援に取り組んでいる市民団体、子どもや住民の居場所づくりに取り組んでいる市民団体等との連携も考えられます。また、インターネット上の差別扇動を抑止したり、県民のネット・リテラシーを高めたりするには、法務局や労働局、人権啓発センターさがやNPO法人、県警、弁護士等との連携も今後不可欠と言えます。
地域の人々との連携・参画を強化する
地域のさまざまな人権資源(※)を積極的に活用し、人権の学びを広く豊かに届けていきましょう。
※人権資源　……　人権に関するあらゆる資源⇒(ヒト・モノ・コト)
・ヒト(人権課題の解決に取り組んでいる人や団体など行政機関･民間団体含む)　

　　・モノ(人権に関する学習ができる場所や教材など)
　　　・コト(人権に関する取組や人権を支える法律･条例など) 

（３）人権の視点に立った行政の推進
あらゆる機会を捉えての部落差別根絶に向けて
2024年３月に発生した「大阪港湾設備課職員による差別発言事件」では、３日間にわたり、設備点検に使う公用車内で別の同僚について被差別部落に関する差別発言を数十回行っていました。同乗の上司も助長させる差別発言をしていました。同局がドライブレコーダーのデータ記録の映像を見て発覚しました。
2024年７月に発生した「三重県教職員による被差別部落の土地購入取り消し事件」では、公立学校勤務の夫婦が購入した土地が被差別部落だったことを理由に契約の解除を要求しました。解除後も業者への不満を示し続けたことから、業者が差別解消条例に基づき、知事に説示を求めました。説示は同年２月に出された県の差別解消条例に基づく対応としては、初めての適用でした。条例は、県により施行され、差別解消に向け、「人権問題への対応を県の責務」と定めてあり、条例施行の初年度での事件発生で関係者に多大なる苦痛を与え、教育公務員に対する信用を大きく傷つけました。
人権が尊重される社会の実現に向けて、率先して積極的な役割を果たさなければならない立場にある公務員による上記のような行為は、社会教育、学校教育に対する信頼を大きく損なうものであり、係る事案が発生したことを大変重く受け止めていかなくてはなりません。今後の対応としては、あらゆる機会を捉えて、部落差別の根絶に向けて社会教育活動を積極的に推進することについて周知・徹底を図るとともに、全ての市町行政職員及び教職員が高い人権意識や人権問題についての確かな知識を持ち、佐賀県としても「県人権条例」に基づき、公私を問わず率先して積極的な役割を果たす責務があることを改めて自覚するよう徹底していく必要があります。
行政が人権侵害に加担してしまうことに
2011年に発生した「戸籍謄本等の不正請求事件（「プライム事件」）」では、司法書士が偽造した「職務上請求書」を行政窓口に提出し、3年間で1万件を超える戸籍や住民票を全国の自治体から不正取得しました。県内でも、この偽造を見抜くことができず、被害者を出してしまいました。また、同和地区や住民の国籍に関する問い合わせ事案に対し、行政窓口で不適切な対応がなされた事例も過去に発生しています。
現在、佐賀県では行政内研修を通して、窓口における適切な対応をしています。
情報発信等のモニタリング
2025年４月に施行された「情報流通プラットフォーム対処法」（通称:情プラ法）は、インターネット上の誹謗中傷や権利侵害情報への対応を強化するために制定された法律です。この法律を受けて、インターネット上での差別的な書きこみや情報発信等をモニタリングしている市町や全職員による人権研修を実施している市町からは、問題事案に対し迅速に県対策課・人権啓発センターさがに通報が行われています。このような取組によって、その後の法務局への申し入れなど、被害の拡大を防ぐための具体的な対応が行われました。このことから明らかになったことは、行政職員の人権認識の高まりがあってこそ、住民の安心・安全が守られるということでした。
人権に関する庁内研修の実施
しかしながら、県内各市町の状況を見たとき、“人権に関する庁内研修を実施したいが難しい”という声が多くの市町から届いています。すべての市町で、住民の安心・安全を重点課題としている中で、この状況は憂慮すべきものだと思われます。この問題は、行政職員が単独で改善できるものではなく、市政・町政の大きな課題です。本会社会教育部として、佐賀県人権･同和対策課、県人権･同和教育室及び関係機関・団体とも協議しながら、「県人権条例」を踏まえて、すべての市町での人権に関する庁内研修の充実・実現に向けて検討していく必要があります。
人権の学び及び啓発を行政が推進する
人権の学び及び啓発を行政が推進する上で、庁内のイントラネット環境を活かし、オンライン・オンデマンドでの研修を実施したり、研修動画を配信し合い、それぞれが都合のいい時間で｢いつでも｣｢何度でも｣を合い言葉に研修を受講したりするというような新たな取組も進められてきています。
業務に携わる職員の一人ひとりが人権の担い手であり、地域社会に安心・安全を届けるという自覚を持つことが社会を前に進める力になるのです。行政の現場で職員が正しく動ける力を養うため、これまでの教育体制をさらに充実させ、継続していくことが大切です。
その他の遂行業務として、庁内で「人権だより」を配布したり、庁内のメールや電子掲示板を活用した「じんけん通信」を発信したりした市町もありました。このような市町の取組は、「できない」ことよりも「できる」ことを優先して見つけて形にしていくことの大切さを教えてくれています。

佐同教社会教育部の組織の強化、そして、これから・・・
本会の社会教育部では、組織としての強化を図ることを引き続きめざして、あらゆる活動の充実に向けての動きを高めることに努めてきました。
これからも、さまざまな人権課題を自分事としてとらえ、本会社会教育部の役員体制の見直し等を踏まえて、今後とも市町間でのさまざまな取組や連絡事項等を積極的に共有・活用しながら自分にできることをしていきましょう。そして、県内20市町の行政の方々と共に「県人権条例」の具現化と、県基本方針が掲げる「人権の視点に立った行政の推進」を実現していきましょう。

２　人権教育
実践の３つの柱を通して 差別をはね返す力を・・・
実践研究の柱も文科省の方針に対応して、①人権が尊重される環境づくり、②人権が尊重される人間関係づくり、③人権が尊重される学習活動づくりへと発展的に再編しました。「同和教育」から「人権･同和教育」「人権教育」へと名称が変わっても、めざすものは同じです。すべての子どもたちに、「どのような立場や環境にあっても、自信や誇りをもつことができるようにすること」「あらゆる差別をはね返し、自分の夢や幸せを実現する力を育むこと」をめざしています。社会の情報化が進む中、人権教育は子どもたちが自己実現を図るために不可欠な学びであることをふまえ、本県における人権教育を推進していきましょう。

（1）人権が尊重される環境づくり　
① 職員研修の強化・充実 
これまでの差別事象から明らかになったこと
学校教育における賤称語の不適切使用事案については、県教育委員会と連携して、それまでの授業内容や生徒の認識を分析し、生徒への「学び直し」の授業の実施と「課題整理のための職員研修」の２本立てで学校支援を行ってきました。支援を行うなかで明らかになったことは、以下の3点です。
　　　　【学校における賤称語の不適切使用事案の課題】　　　　　　　　　
　　　　◆賤称語の「禁句指導」が行われている。　　　　　　　　　　　　　　　　(←2023年「総会」議案書p47～に掲載)
　　　　◆授業者からの“教え込み”の授業展開となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(佐同教HPにも、掲載)
　　　　◆人権や差別に関する「教職員の認識」が不十分である。　　
実際には、上のような授業での課題に加え、学校の教育活動の在り方や人間関係づくりに関する課題も明らかになっています。本会(佐同教)は、これまでも差別事象の課題とその克服のための取組について発信してきました。各同研が行っている小6・中学校社会科担当者研修会等にて発信するだけでなく、学習内容および学習展開を学校全体として、事前検討会などの研修できる体制づくりが求められます。
教職員自らの人権感覚を磨く
子どもたちにとっての“最大の教育環境は、教職員”です。子どもたちの人権意識や人権感覚は、教職員の日々の言動に大きく影響されます。教職員による子どもたちへの暴言や体罰、不適切な指導はいうまでもなく、人権侵害行為です。それだけでなく、子どもの困り感や思いを把握せずに行う対応もまた、往々にして無自覚に子どもを傷つけることにつながります。
「教職員の人権感覚チェックシート」を職員研修にて活用していった結果、学校生活の中で児童・生徒の言動だけでなく、職員どうしの言動に対しても意識が高まり、対応力が高まった学校もあります。チェックシートを定期的に活用していくことで、自身や組織として人権感覚を見つめ直すことにつながるはずです。

担当者研修の充実
校内で人権･同和教育を意図的、計画的に推進していくためには、子どもたちの実態や、地域性、職員や保護者の願いを把握した上での「人権･同和教育全体計画」と、それに基づいた「年間計画」を立て、全職員との共通理解を図って取組むことが重要です。それらを推進していくのが、人権･同和教育担当者です。しかし、推進役となる担当者が、人権･同和教育の推進に関する知識や認識の向上、学校での推進体制づくり、職員研修の計画立案等、担当者として人権･同和教育を推進していくための方法についての研修が十分に保障されているとはいえません。実際に、担当者からは、“校内でどのように推進していけばよいのか、分からない”という不安の声があがっており、“これまで本校はそうしてきたから、今年も続ける”という実態もあります。
年間計画と3つの柱
学校における人権･同和教育全体計画とそれに基づいた年間計画については、文部科学省から出ている「人権教育の指導方法の在り方について【第三次とりまとめ】」（以下第三次とりまとめという）に示されています。小・中・高ともにほとんどの学校が、その様式に則り、計画しています。
校内の人権･同和教育を全職員で推進するということは、計画の段階から全職員が関わり、計画する学びや研修のねらいが共有できていることが必要不可欠です。人権･同和教育は、「人権が尊重される環境づくり」、「人権が尊重される人間関係づくり」、「人権が尊重される学習活動づくり」の３つの柱で進めます。この３つの柱は、教職員の職員研修の柱にもなります。学校における人権･同和教育推進は、全職員で、所属校の子どもや保護者、地域の実態から見えてくる人権課題を把握し、子どもたちや保護者に“必要な学びは何か”、“教職員に必要な研修は何か”を話し合い、所属校の人権課題に向き合うことから始まります。
学校間の連携
「年間計画」を立てる際、保幼こ小中高の系統性も踏まえる必要があります。特に、学習活動づくりの職員研修に関しては、校種間の連携を見据えた研修体制が不十分であるのが現状です。例えば、部落差別を解消するための学習でいうと、同じ中学校区内の小学校であるにも関わらず、６年生の学習内容が揃っておらず、中学校側も小学校での学びを把握した上での学習活動づくりができていないのが現状です。
校種間や校区内の学校間で取組の連携を図るためには、人権･同和教育推進体制がどのようになっているのかを全職員が把握する必要があります。自分の校種だけで組み立てるのではなく、担当者が校種間で連携して行っていくことも重要です。
校外での研修機会 確保を
本会は、県内全ての学校に届いて欲しい職員研修として、「佐賀県人権･同和教育研究大会」、「佐賀県人権保育研究集会」、「佐同教実践交流会」を設定しています。研究大会や実践交流会は、日々子どもと向き合う中での実践に学ぶ研修であり、報告者の思いや願いに直接触れ、意見交流も行う研修会であり、最も重点を置いている研修です。中でも研究大会については、県内全ての学校の教職員に研修内容が行き届くよう、地域ごとに教職員の10％を参加目標として提示しています。コロナ禍以降、研究大会分科会に関しては、集合研修を軸としつつ、集合の参加が厳しい場合にはオンデマンド参加ができるよう環境を整えています。2026年度も、研究大会全体会、分科会ともに参加率100％を目標に参加呼びかけを行っていきましょう。
よりよい研修にするために
教職員の大量退職に伴い、ここ数年教職員の採用数が大幅に増えてきています。教職経験が少ない教職員の中には、「部落差別解消のための学習」を学ばないまま教職についている人も多くなっています。しかし、人権や差別に対する認識を深める機会や、子どもの人権を大切にする関わり方を学ぶ機会が十分得られず、不安や悩みを抱えている教職員がいる現状があります。
研修が必要なのは、教職経験が少ない教職員だけではありません。保護者も園児・児童・生徒もデジタルネイティブ世代となりつつあります。情報収集に利用するメディアの把握や、ソーシャルネットワークの活用方法、ＡＩ(人工知能)に対する正しい理解・技能等も視野に入れた上での人権･同和教育推進が求められるようになっている現代です。社会情勢の変化、それに伴う人権や差別に関する認識、新たな人権課題に関する知識等のアップデートができていないと、教職員自らも無自覚に差別する側となってしまう状況にあります。学校教育において、子どもと教職員が保護者や地域の方と共に人権を学ぶ意義を共有し、学校や地域の人権文化をつくっていく営みが、一人ひとりの人権を守る行動力、人権課題解決力につながっていくと考えます。
「自分ごと」として 引き寄せるためにも
子どもたちの人権に関する学習後の感想として、“差別はいけない”、“差別されるのは、かわいそう”、“自分は差別しないから、関係ない”などが、しばしば見られます。これらは、学習者に「自分ごと」として捉えさせきれていないといえます。教職員も子どもも、同じ人間です。子どもたちに人権教育を推進していく教職員も、人権課題を「自分ごと」として捉える必要があります。
子どもたちに主体的な学びを求める教職員もまた、主体的に学ぶ姿勢が求められています。職員研修の方法については、担当学年間や世代間の交流を意図したグループ編成であったり、教職経験年数関係なく対等に意見が言える環境を整えたりすることは大切です。そのうえ、先輩教職員の助言のもと人権感覚を互いに高めて(アップデートして)いきましょう。
管理職のリーダーシップと 職員研修の充実
人権教育は、子どもたちに「差別を乗り越える」力を育み、厳しい立場におかれている子どもを含むすべての子どもの笑顔と自己実現をめざしています。人権教育をすべての所・園・学校で実現していくためには、管理職のリーダーシップと保育士や教職員の研修の継続･充実が不可欠です。
県内の学校においては、「1人1研修」体制が定着してきています。学校現場の多忙化や人員不足・世代交代等の要因で研修機会の保障が難しくなってきている実態があるものの、研修の機会が必要とされています。幼児教育においては、職員の研修機会の保障について県基本方針でも示されています。県や市町の関係部局との連携を検討していく必要があります。
各同研や佐同教HPの活用を
県内には、人権･同和教育を推進していくために各同研があります。就学前には県人権保育研究会、義務教育には、各地域に人権･同和教育研究会（地区同研）があります。また、高等学校及び特別支援学校人権・同和教育研究会（高同研）、私立中学・高等学校人権・同和教育研究会（私学同研）があります。
また、佐同教研究局は、佐賀県教育センターの人権･同和教育担当と協力し、県内各地の学校からの職員研修や学校支援要請にこたえています。
各学校の人権･同和教育を推進するためには、地域の研究会や佐同教研究局等を活用し、人権･同和教育の視点から校内の推進体制を検討することが重要です。積極的な議論を重ね、一人ひとりの考えや思いを共有しながら進めていく職員研修にしていきましょう。

人権･同和教育に関する研修資料については、これまで各同研を通じて各学校に活用を呼びかけてきました。研修資料・教材に加え、県教育委員会人権･同和教育室及び佐賀県教育センターとの連携のもとに作成された研修資料や教材も、佐同教ホームページから提供しています。ホームページ内の教材や研修資料・研修動画も活用していきましょう。

②子ども支援体制の強化・充実　
不登校の児童生徒の現状
　2025年10月に県教育委員会より公表された「令和6年度　児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」結果によると、小学校における不登校の児童数は8年連続過去最多を更新しています。中学校と高等学校では、微減したものの、以前高い水準です。（※小学校：858人、中学校：1,370人、高等学校：465人）また、高等学校の中途退学者も310人（前年度289人）と過去最多となっています。児童生徒の支援ニーズは多様化しており、学校における支援体制づくりは、ますます重要になってきています。
※2024年度学校基本調査（確報）校種別を参照　最終更新日2025年10月27日
「学校・教職員の願い」から、「子ども・保護者の願い」に基づく支援を
不登校のきっかけは多岐に渡り、子ども本人もいけない理由が分からないというケースもあります。正確な状況把握のためにも支援会議（ケース会議）の早期実施、チームでのきめ細やかな支援
体制づくりが大切です。また、学校側が認識し、行動することと子ども側が求めていることがかけ離れれば、支援の意味を成し得ません。「学校・教職員の願い」は、「子ども・保護者の願い」とともにあるという認識の上、支援が必要な子どもに必要な支援を届ける必要があります。校内教育支援センター（別名：スペシャルサポートルーム等）を設置するなどでできることに取り組むと同時に、子どもや保護者が孤立しないよう、交流の場や学習スペースの提供など居場所づくりをされている地域の様々な支援機関・支援団体との連携について強化していく必要があり、継続的な支援体制の構築を図っていく必要があります。　　
　｛不登校対策（COCOLOプラン）文科省通知2023年3月31日を参照｝
子どもにお金で進学をあきらめさせないために
2025年度から就学支援制度は、高校・大学ともに経済的負担軽減が大幅に拡充されました。高校は所得制限なしの授業料支援（公立実質無償）が始まり、大学等（高等教育）では多子世帯の所得制限なしの授業料・入学金減免と給付型奨学金が開始され、教育の無償化が推進されています。佐同教環境づくり研究委員会では、上記の情報も組み込んだ奨学金・就学支援パンフレットを作成し、本会HPで公開しています。毎年11月ごろにパンフレットが完成し、三者面談等で学校現場でも活用いただいております。2025年度は、冊子改訂を行い、ページ数と文字数を削減し、各制度対応窓口までの二次元コードを掲載し、以前の電話番号のみの掲載より、利用しやすいパンフレットとなっております。今年度もより、保護者や子どもたちが見てみたい、読んでみようと思えるパンフレットになるよう検討を重ねていきます。
公正な採用選考、入学試験を実現するために
新規高卒者の就職、進学にあたって、問題事案が依然として起きています。差し当たって就職時の違反質問や不適切質問の防止、進学時に求められる提出書類の不備防止や面接での不適切質問の防止などが課題です。昨年度の調査結果の詳細については、2026年7月22日（水）佐賀県進路保障学習会にて報告がなされます。今年度の進路保障の取り組みに活かすことができるようご参加ください。
生徒に「学校に指導により、お答えできません。」との回答を
違反質問や不適切質問に対し、「その質問には学校の指導によりお答えできません」と回答した生徒は、毎年います。これは、進路保障の取組の成果です。生徒の受験報告書の内容に関する学校での「校内関係者会議の実施」は100%ですが、「事業所への事実確認」は70％でした。実施率は年々向上してきており、2025年度は、受験報告書に基づいて職安へ問い合わせるケースもあるなど、迅速かつ厳正な対応がなされました。今後も各学校での積極的な取組を願うとともに、五者協議会（佐賀労働局、佐賀県産業労働部、佐賀県教育委員会、佐賀県高等学校教育研究会進路指導部会、佐同教）において、問題改善に向けた取組を協議・推進していきたいと考えます。また、中学校や高等学校への進学においても学びの多様化が進んできているため、面接時の不適切質問について啓発資料の配付など行い、生徒の不利益となる事例がないように働きかけていきます。
人権総合学習の継続・発展を
市町の社会教育部、関係団体と連携し、地域で差別をなくす核となる児童・生徒を育てるための学習会に取り組んでいる小・中学校があります。人権総合学習指導者研修会では、各学校の学習会の取組や思い・悩みを話し合うことで学習会の活動の充実を図り、人権リーダーとして社会で活躍できる児童･生徒を育てていきます。確かな人権認識をもった児童･生徒が互いにつながり、高校や社会の中で活躍できるよう、2026年度も「佐賀県子ども会集会」に県内の現在学習会で活動している児童･生徒だけでなく卒業生にも呼びかけていきます。また、学習会を安心して過ごせる居場所とすることで参加者増をめざします。
本事業の意義やこれからの展望・方策について、今後も開催している学校だけでなく、休会になっている地域や行政、関係団体と引き続き、人権総合学習の継続・発展に向け連携して、推進していきます。

（２）人権が尊重される人間関係づくり　　　　　　
本会（佐同教）の思い（人間関係づくり＝仲間づくり）
これまで～今の状況（いじめ・不登校）
これまで、差別やいじめによって多くの子どもたちが命を奪われてきました。そこには、安心感や自信、そして自分の居場所を奪われた子どもたちの姿があります。もし一人でも、ありのままの自分を認めてくれる仲間がいたなら、命を奪われることはなかったかもしれません。
佐賀県内の学校（小・中・高・特別支援学校）における最新の調査結果（2024年度実績、2025年11月公表分）によると、いじめの認知件数は7,067件、13年連続で増加しています。これは、「ささいな兆候も逃さず見つける」という学校側の積極的な姿勢の表れでもありますが、いじめが起きているということは事実です。また、不登校の児童生徒数は2,693人でした。小学校で8年連続、過去最多を更新しています。
本会（佐同教）がめざす人間関係づくりとは・・・
不登校の原因の１つとして、友だちとの関わりが考えられます。そのためにも人間関係づくりは、とても重要な役割を果たします。
本会がめざす人間関係づくりとは、
1 [bookmark: _Hlk226389582]安心感や信頼感を育てる人間関係（仲間）づくり
2 [bookmark: _Hlk226389606]いじめや差別を乗り越えることができる集団づくりです。
すべての子どもたちに「ありのままの自分を認めてくれる仲間」「自分らしく安心して生活できる居場所」「自他の悩みを相談し、ともに考え行動してくれる仲間」を保障することです。
これは単に「みんな仲よくしましょう」「けんかをしないようにしましょう」といった心がけや思いやりだけで成り立つものではありません。

人間関係づくりで大切なこと「多様性をあたりまえのもの」「自主活動」
子どもどうしの関わり（人間関係）の中で大切なことが２つあります。
1 多様性（障がい・性・年齢・家族構成、国籍や文化・考え方や価値観・宗教など）を尊重し、一人ひとりの違いをあたりまえのものとすること。
「みんなちがって、みんないい」という言葉は、違いを認め、多様性を尊重する意味で使われてきました。児童生徒の安心感や信頼感を育むためには、「多様性をあたりまえのもの」としてとらえる価値観が大切です。例えば、障がいのある児童生徒、自分の性に違和感をもつ児童生徒、外国にルーツをもつ児童生徒などがいます。周囲や社会がそれを「あたりまえのこと」として受け止める価値観をもたなければ、子どもたちは自分に問題があると思い込み、自分らしさを隠して生きていくことになってしまいます。そのため、「違いを認めましょう」と呼びかけるだけではなく、「人はそれぞれ違っている」という事実から出発し、多様性をあたりまえのものとして受け止める教育が必要です。
2 子どもの生活の中に自主活動を取り入れること。
半世紀にわたる同和教育の中で、人間関係づくりの取組は、子どもどうしをつなげ、仲間をつくる「反差別の集団づくり」を目標とし、「自主活動」を通して実践してきました。
自主活動とは、個人や集団で自ら、「気づく（めあて）」－「考える（活動）」－「実行する（活動）」－「ふり返る（評価）」という流れで、【活動（学習）】することを言います。決して、授業者（おとな）が子どもを放任するものではありません。授業者主導型・一斉授業を続けることでは、この「自主活動」は、成立しません。授業者は、自主活動ができる場の設定が不可欠となります。
また、子どもたちが自分の思いや生活を「見つめ」、それを「語り合い・伝え合う」ことで問題を共有し、自分たちの力で乗り越える仲間としての「つながり」を深めてきました。
これは、不登校やいじめの克服、主体的・対話的で深い学びや主権者教育を進めていく現在の学校教育においても大切な取組です。
このようなことを大切にし、「①安心感や信頼感を育てる人間関係（仲間）づくり②いじめや差別を乗り越えることができる集団づくり」をめざしています。
また、日頃の子どもの生活・学習の中に自主活動を取り入れ、問題解決をしたり、みんなで何かの目標を達成したりする体験をすることで、人間関係を構築し、反差別の仲間づくりへつながっていくと考えます。
仲間づくりの３つのキーワード「見つめる」「語る（語り合う）」「つながる」
「仲間づくり」において、３つのキーワード「見つめる」「語る（語り合う・伝え合う）」「つながる」を大切にしてきました。「つながる」後に、自分や自分たちの活動を「ふり返る」ことも忘れてはいけません。
【見つめる】　教師は、子ども一人ひとりの思いや願い、生活背景や能力を丁寧に把握します。
子どもの実態を理解することで信頼関係を築き、本音を語り合える関係の基盤が生まれます。
また、友だちをはじめ、多様な人や出来事との出会いを通して、子どもが自分自身や周囲の人々の思いに気づく機会をつくることも大切です。こうした経験は、他者への共感や理解、そして、真実を見抜く力を育てることにつながります。
【語る（語り合う）】　教師は、子ども一人ひとりが1 安心感や信頼感を育む人間関係づくり
2 いじめや差別を乗り越える集団づくり

　　　安心して思いを伝え合える学級の雰囲気（環境）づくり
　　　を構築していきます。そのためには、人の話をしっかり
　　　聞く姿勢を育てることが重要であり、「聞くことは思い
やり」という意識を子どもたちに持たせます。スピーチ
タイムや学び合い活動、学級会、班日記、帰りの会での
ふり返りなど、日常的に思いを伝える場を設けます。子
どもどうしが互いの考えや気持ちを理解し合い、共感す
る力を育てることにつながります。
【つながる】　教師は、子どもどうしが関わりながら
学べる場を設定します。学習全般において、学び合いを
取り入れ、子どもどうしの関わりを深めていきます。自
分一人で学ぶのではなく、友だちと教え合い助け合いな
がら課題に取り組むことで、仲間としての意識や協力し
て問題を解決する力が育ちます。学級目標づくりや行事
への取り組みなど、集団で目標を共有し達成する経験を
通して、所属感や連帯感が高まり、１つのチームになっていきます。もちろん、トラブルは発生
します。トラブルは、子どもの成長へつながります。「トラブルをチャンス」と捉え、語り合いの
機会として活かし、互いの思いや感じ方の違いを学ぶ場にしていくことが大切です。
これらの取り組みを続け、積み重ねることで、お互いを大切にし、差別やいじめを乗り越える
力が育つと考えます。仲間とともに問題を乗り越える経験が、差別をなくす仲間づくりにつなが
ります。人間関係づくりの力は、保・幼・こ・小・中・高すべての発達段階で必要な学びであり、
実体験を通して育まれます。しかし、学校現場では、教職員の多忙化、経験年数の少ない教職員
の増加などにより、子どもを十分に「見つめる」時間が確保できない現状があります。
学校全体が１つのチームとして、自分にできること、今できることを協力しながら、子どもた
ちの自主的な集団づくりに取り組み、自分たちの力でいじめや差別を乗り越えることができる反
差別の仲間づくりをめざしていきましょう。

（３）人権が尊重される学習活動づくり
「人権教育および研修に関する国連宣言（2011年３月）」には、人権としての教育（教育権保障）、人権についての教育（人権の規範と原則、それらを裏付ける価値、それらを擁護するためのメカニズムについての知識と理解など）、人権を通じての教育（教育者、学習者双方の権利が尊重されるようなやり方で行われる学習と教育など）人権のための教育（自分の権利を享受し、行使し、そして他者の権利を尊重し守ることができるよう人びとをエンパワーすることなど）の４点が人権教育・研修には含まれると明記されています。また「佐賀県人権施策基本方針（2024年３月）」には、学校等においての啓発・推進の方向性として、「幼児、児童、生徒の実態を踏まえ、身近な人権課題についての学びから、部落差別（同和問題）をはじめとする様々な人権問題についての学習へと発展させていく中で、自分の大切さとともに他の人の大切さを認めることが態度や行動にまで現れるように学習方法の改善・工夫を図ります。」と示されており、具体的には以下のように記されています。
	普遍的な視点からのアプローチ
	・人権の概念についての学習 
・法の下の平等や個人の尊重についての学習 
・自己肯定感を育むための学習 
・集団づくりに向けての学習 
・多様性の受容についての学習 など

	個別的な視点からのアプローチ
	部落差別（同和問題）、女性の人権問題、こどもの人権問題など、個別的な人権問題を通じての学び


上記内容や第三次とりまとめ等の内容を踏まえ、人権が尊重される学習活動づくりをすすめていくことが大切です。また、個別的な人権問題を通じて学習活動を展開する際には、それぞれの人権課題のつながりを意識しながらすすめていきたいものです。
1 差別を乗り越えるための確かな認識と展望を育む人権学習づくり
賤称語の不適切使用事象の課題とは…
近年、さまざまな校種において賤称語等の不適切使用事案が発生しています。事象発生校との協議から、明らかになった課題は以下の通りです。
・言ってはいけない言葉として教える「禁句指導」
・知識の伝達のみに偏った「教え込みの授業」
・差別につながる「教職員の認識」など




これらの課題を解決していくためには、学習を仕組む教職員自身の認識が大きく関わっています。「人権」とは自然に与えられたものではなく、差別による多くの犠牲とそれに対するたたかいの上に勝ち取られてきたものであることが理解されているでしょうか。今、わたしたちに保障されているさまざまな人権（権利）は、差別とたたかってきた人々の努力によって一つ一つ勝ち取られてきたものであることを理解し、そのような人々の努力や生き様・成果を学習活動に反映させることができれば、児童生徒たちは「差別された人＝同情すべき人」ではなく、「わたしたちの人権を勝ち取ってくれた人々」に変わるのではないかと考えています。「そのようにして勝ち取られてきた権利は、これからも自分たちの不断の努力によって守り続けていくものだ」ということを理解することが、公民的資質を育てることにもつながっていくのではないでしょうか。ただ「差別事象が起こらないようにする」のではなく、「なぜ教えるのか（ともに学ぶのか）」ということを私たち教職員自身が意識して学習活動を展開していくことが大切です。
差別を乗り越えるために
差別を乗り越えるための確かな認識と展望を育むためには、まずは自らがもつ差別性や偏見を自覚することが第一歩です。2026年には、「丙午（ひのえうま）」がめぐってきます。前回、1966年の「丙午」の際には、出生率が大幅に低下しました。「迷信が人の命を奪うことがある」ということや「迷信にふりまわされない」というメッセージを繰り返し発信していくことが重要です。また、法教育を実践していくことも大切です。法教育とは、法律の専門家ではない一般の人々が、法や司法制度、これらの基礎になっている価値を理解し、法的なものの考え方を身に付けるための教育です。法律の条文や法制の内容について記憶させるのではなく、法の背景にある価値、法やルールの役割・意義を考えることが大切とされています。よりよいルールづくりや多様な意見を調整し、合意形成を図ることなどを通して、自他を尊重する態度や技能を育んでいきましょう。ネットリテラシー教育についても、同じことがいえます。2022年度には、県教育委員会が「人権･同和教育実践事例集～ネットリテラシー教材～」を作成しています。こちらも併せて、学校現場で実践していきましょう。
2 生き方に出会い、行動力を育む学習の場づくり
「差別とたたかってきた人々」の生き方からの学び
これからの人権学習においては、差別とたたかい人権を勝ち取ってきた人々の生き様や成果に学ぶことが重要になってきています。
差別の厳しさだけを伝えるのではなく、それを乗り越えてきた「人の生き方」に出会う機会を設けることが行動力を育むと考えています。「差別されてきた人々」について学ぶのではなく、「差別とた
たかってきた人々」の生き方から学ぶということです。差別とたたかい人権を勝ち取ってきた人々の生き様や成果を学ぶことは、差別解消に向けた展望をつかむだけでなく、社会の中の問題を解決し多くの人の幸せにつながる新たな価値を生み出したり、「自分らしい生き方」を実現したりしていく上での「生き方のモデル」ともなり得る可能性を秘めています。価値観が多様化し、AI（人工知能）が発達してきた現代において、児童生徒がより「自分らしい生き方」を見つけ出すためにも重要な教育内容になるのではないでしょうか。
「出会い」を意図的につくり出す
差別を自分事として捉えるためには、必ずしも当事者との出会いが必要というわけではなく、授業者の工夫で自分事として差別を捉えることができる、行動力につなげることができるということは、2024年度の研究大会の報告からも改めて学ぶことができました。本会では、2020年度より小・中・高を通じた「人権学習カリキュラム」の教材開発に取り組んでおり、教材開発にあたっては「キャリア教育」や「主権者教育」もふまえながら「人の生き方に学ぶ」学習づくりをめざしています（中学校教材、高等学校教材については、現在作成中。）このような教材を積極的に活用し、児童生徒の生き方につながる人権学習を創りあげていきましょう。また、県教育委員会が作成した、佐賀県版人権教材DVD「ジンちゃん ケンちゃんといっしょに学ぼう！」の周知と活用を、引き続き広めていきます。教材等の活用にあたっては、事前に職員研修を必ず実施し、賤称語発言事象の課題を共有して、教材に登場されている県内の方々の生き様を輝かせることができるような活用をめざしていきましょう。
指導方法改善へ向かって
指導方法改善への取組を行っていくためには、全教職員で差別事象の課題を考えていくことが必要です。差別をする人、される人は特別な人でしょうか。私たちは誰もが加差別者、被差別者になる可能性があります。人権学習、部落史学習、部落差別を解消するための学習は困っている（困るかもしれない）誰かのための学習ではありません。目の前の子どもたち一人ひとりのためのものです。そのため、「人権について学ぶ意義」をまず全教職員で共有することが必要です。そしてそのことを子どもたちが語り合いながら、人権学習の中でつかみとっていくような学習活動づくりが求められます。本会では、2022年度の総会研修会において「中学校現場での賤称語の不適切使用事象はなぜ起こるのか」という資料を配布しています。それに加え、課題解決に向けた授業プランを佐同教ＨＰ（会員専用ページ）に掲載しています。これまで発信してきた指導案や教材をアップデートしながらご活用ください。
また、2026年度より、佐同教HP上に「実践事例ページ」を開設しました。会員の実践を共有し、人権学習を実践しやすくするための取組です。佐同教会員の方にご協力いただき、指導案、ワークシート、スライド、実践者の声を掲載しています。「自分の学級（学校）だったらどのような展開にするか」ということを考えながら、アレンジして取り組んでいただけたらと思っています。
すべての教科・領域を通して人権教育を
現在、多様な個性や特性、背景を有する子どもが増加傾向にあることから、多様性を包摂する教育活動が求められています。このような社会のニーズに応えるためには、目の前の子どもの課題から出発し、背景をしっかりと見つめながら学習活動を展開していくことが大切です。県内においては、文部科学省から出されている「第三次とりまとめ」に基づく実践が広がってきており、様々な教科、領域において人権の視点を取り入れた授業を行われる学校も増えてきました。特定の教科、領域に偏らず、カリキュラムマネジメントを進めながら、全教職員で計画的に実施していきましょう。

3　人権のまちづくり
　県政・まちづくりのテーマと人権
佐賀県知事が掲げる県政のテーマは、「人を大切に、世界に誇れる佐賀づくり」であり、県内の市町でも「安心・安全」「生きがい・住むよろこび」「誇りうるふるさと」などが、まちづくりのメインテーマとなっています。これらの実現のため、あらゆる差別の解消と人権が確立された地域づくりが不可欠です。「県人権条例」では本県の課題である「県民の人権意識の向上」と「差別行為の抑止」にも踏み込んだ内容になっています。これを受けた「佐賀県人権施策基本方針」に沿った活動を行い、人権のまちづくりに向けて今後も起こりうる人権課題の解決をめざしましょう。
人権問題への県民意識
　　「人権に関する県民意識調査（2022.3）」のなかで、人権を守るために必要なこととして「男女がともに、働きながら、家事や育児・介護などを両立できる環境を整備する」「障害者が暮らしやすいまちづくりを進める」「高齢者が暮らしやすいまちづくりや住宅づくりを進める」等が6割を超え、行政やまちづくりに関して、特に課題意識の高いものとなっています。これらのことについて、
各種団体と連携して課題を克服していく必要があります。
差別行為の抑止の課題
今回の調査で関心がある人権問題のトップは「インターネットによる人権侵害」です。「佐賀メルカリ事件」を引き起こすきっかけとなったサイトがつくられ、県内地域の動画を無断で撮影し、差別的な解説を加えてインターネット上で公開するといった事件が起こっています。「県人権条例」では、差別行為を禁止し、相談や救済体制についても、踏み込んだ規定が整備されています。県民の安心・安全を守るために、さらに「県人権条例」を周知し、まちづくりへの課題に生かしていきましょう。
連携・協働による人権のまちづくりを
[bookmark: _Hlk192254532]本会では「佐賀メルカリ事件」をきっかけに佐賀県県民環境部人権・同和対策課（以下、「県人権･同和対策課」という。）と連携に向けた協議を重ね、佐同教課題別研究委員会「人権のまちづくり」委員会において、2026年度においても、各地区の人権のまちづくりに関係する事業所等を訪問・見学し、連携・協働による人権のまちづくりを進めるための土台づくりを行っていきます。県内には、人権に関わるさまざまな機関・団体があり、さまざまな活動が行われています。これから「県人権条例」がめざす関係機関等との連携を実現していくためには、人権啓発センターさがを中心に、佐同教が連携して、県内のさまざまな機関・団体・事業所等との人権ネットワークを構築していくことが必要であり、今年度もこのような活動についてしっかりと進めていきます。
(1) 法律や制度を活用した人権ネットワークづくり
人権に関する法律や制度の発信・活用
本会では、2011年に大幅な研究体制の改革を行い、国の「人権教育・啓発推進法」や文科省「第三次とりまとめ」、県「人権教育・啓発基本方針」に対応してきました。また、2016年には「部落差別解消推進法」などいわゆる「差別解消三法」が成立・施行されたことを受け、この法律の周知徹底にも取り組んできました。加えて、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律」「佐賀県パートナーシップ宣誓制度（2021年8月施行）」など差別防止や多様性の尊重、生活や進学支援に関するさまざまな制度が打ち出されてきています。さらに「県人権条例」の周知徹底、「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律(通称:ＳＯＧＩ理解増進法)」・「子ども基本法」とさまざまな人権に関する法律や制度を積極的に県内で発信・活用していく取組を進めていきます。
また、人権に関するさまざまな情報、支援機関・団体に関する情報を県内外から収集し、発信していくとともに、県「人権啓発センターさが」や法務局・労働局などの関係機関・団体とのつながりをつくることで、県民が相談できる人権ネットワークづくりに取り組んでいきます。
(2) 地域ごとのネットワークとチームワークづくり
人権に関する情報収集と人権ネットワークづくり
本会では、各地域の人権･同和教育研究会を中心にエリア研究会活動を組織してきました。このエリア研究会は、地域の社会教育・学校教育関係者だけでなく、地域のさまざまな立場の方々にも参加してもらって、研究大会分科会への地域からの実践報告をサポートしたり、地域住民や児童生徒に対する支援や地域の問題を解決するために連携・協働して取り組んだりすることをめざしています。地域レベルのネットワークとチームワークを構築することができれば、より迅速にさまざまなニーズに対応することができます。そのために、エリア研究会活動が盛んな地域の取組を県全体に発信するなど、2026年度も継続してエリア研究会の充実をめざしていきます。
研究大会第5分科会では、県内各地域の人権に関わる機関・団体・事業所の実践を報告していただき、人権ネットワークづくりを推進しています。また、研究大会分科会が、県内最大の実践交流の場であることを活かし、開催地域の福祉作業所や市民団体の活動アピールの場として提供する「展示と交流」の取組を実施してきました。発信だけでなく、参加者との交流を通して事業所の活動を広く知ることにもつながりました。2026年度もこれらの取組を継続し、地域のネットワークとチームワークづくりに寄与していきたいと考えます。




Ⅲ　おわりに
　差別をなくすために必要なのは・・・？ 
人権に関する学びとして、研修会アンケート等から、「差別はいけないこと。相手の気持ちを考えて行動しようと思います…」や「当事者の思いを知ることができてよかった…」など、差別の問題を情緒や気持ちの問題として捉えている感想が多くあります。それぞれの場で学んでいただいた結果の率直な感想だと思います。どうすれば差別はなくなるでしょうか。差別が起きると、加害者は“知らなかった”や、“そんなつもり(差別する意図)は、なかった”と自身の言動に対して、無自覚なことが多いです。他方、被害者の方はどうでしょうか。マイノリティ(少数派)が経験する差別は、社会にある歴史・制度・構造に基づいているものが多いのではないでしょうか。これまでの差別の歴史では、人権課題も少数派の当事者が声をあげてきたからこそ変わってきたという歴史があります。このことから、差別は思いやり(情緒や気持ち)だけで解決する問題ではない、といえます。差別は、私たちの社会にある歴史・制度・構造の問題でもあるのです。
少数派が多数派を変えてきた歴史を
私たちは、自分の考えや行動が、他者から気づかされて変わることがあります。あるいは、自分自身で気づき、考えて行動を変えることもあります。これを社会に置き換えると、前者の場合、多数派の意識や行動を変える役割は、少数派が担います。後者の場合、その役割は、多数派自らとなります。これまで、少数派の思いや訴えが多数派の行動や社会の仕組みを変えてきた、という歴史があります。私たちが生きる社会において、被差別の当事者を、いつまでも差別解消の先頭に立たせてよいのでしょうか？被差別の当事者には、差別性を見抜き、立ち上がって差別解消を訴える人がいれば、差別性に気づいていなかったり、気づいたとしても関係性の中において訴えることをしづらい人やできなかったりする人もいます。そういうときこそ、多数派が共に行動をすることにより、世の中が変わっていきます。
会員としての役割を
私たち会員は、立ち止まることなく、他の人にも広げていくという立場に立っています。「差別が気持ちだけでなく、歴史・制度・構造の問題」でもあることを、子どもたちや県民と共有し、行動を変えていくよう促す役割を担っているのです。マジョリティ特権（社会の中で多数派に属することで努力や意識をせずに当然のように享受している有意性や恩恵）を意識し、誰もが生まれてきてよかったと思える社会の実現のために、どのように行動していくか、ともに考えていきましょう。
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